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１．問題意識
管理会計について人々が持っている知識の多寡を，正確に測定することは可能なのだろう
か。本稿では，管理会計知識を測定する尺度を新たに開発する必要性を主張する。尺度を開発
するうえで項目反応理論（item response theory：IRT）と呼ばれる手法を利用することで，既
存の尺度が持つ限界を克服できることを示す。
管理会計についての知識の多寡は会計情報利用者の判断や意思決定に影響すると考えられ，
重要な変数として管理会計研究で扱われてきた（Bonner 2008, Luft and Shields 2010）。しかし
これまでの管理会計研究では，研究対象者の管理会計知識の多寡は，年齢や経歴といった代理
変数に置き換えられることが多かった（e.g. Vera-Munoz 1998, Vera-Munoz et al. 2001）。管理会
計の知識の多寡を問題正答率で測定する数少ない研究（Dearman and Shields 2001, Stone et al. 
2000）では，質問項目が一部しか公開されておらず，二次的な利用が難しい状況にある。さら
に，これまでの研究では尺度開発のプロセスにおいて測定精度に対して十分な注意が払われて
きたとは言い難い。管理会計知識の測定は経営管理者の判断・意思決定に関する研究を進める
うえで土台となるものであり，精度の高い測定尺度を開発する必要性は高い。精度の高い測定
尺度が開発できれば，年齢や経歴といった必ずしも知識の多寡を正確に反映しない代理変数の
利用を避け，より精緻な研究を行うことができるようになる。
本研究では，管理会計知識に関連する仮説の検証に利用することが可能な測定尺度の案を示
すことで，この分野の研究の進展に貢献する。それに加えて，これまで管理会計研究で注目さ
れてこなかった項目反応理論を紹介し，古典的テスト理論（classical test theory: CRT）のみに
基づいた現状の尺度開発を振り返るきっかけを提供する１。そして，測定精度の高い尺度の開
発に向けたガイドラインを示す。
本研究では，公認会計試験の短答式試験を参考に知識測定尺度を試験的に作成した。経営学
1 本研究では，管理会計研究におけるすべての尺度開発に項目反応理論を用いるべきだと主張するつもりは
ない。Hambleton and Jones（1993）の指摘するように，古典的テスト理論にもサンプルサイズが小さくて
も適用できる，項目反応理論より単純な数理モデルであるなどといった利点もある。筆者の主張は，知識
を測定するようなタイプの尺度では，項目反応理論を利用することによる恩恵が大きいというものである。
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部１年生と企業内の管理会計担当者という異なる集団についてこの尺度を用いて管理会計知識
を測定するという仮定のもと，項目反応理論に基づいた尺度開発がどのように行われるかを具
体的に示した。
本稿の構成は以下の通りである。次節で，管理会計知識の測定を試みた先行研究をレビュー
し，その成果と限界，新たな尺度開発の必要性を指摘する。第３節で，項目反応理論の概要と
利点を紹介し，管理会計知識を測定する尺度の開発に有用な手法であることを主張する。第４
節で尺度開発の具体的なプロセスを説明する。最後に，本稿の貢献と限界，今後の課題を示す。
２．管理会計知識の測定を行う研究のレビュー
管理会計研究において，管理会計についての知識の多寡が変数の１つとして利用されること
がある。管理会計に関する知識は，経営者をはじめとする企業人の判断や意思決定に影響を与
える重要な変数である（Bonner 2008, Luft and Shields 2010）。管理会計知識は教育歴や実務経
験の長さといった代理変数で操作化されることが多い（e.g. Vera-Munoz 1998, Vera-Munoz et 
al. 2001）。特に，上層部理論２に基づく研究でその傾向は顕著である（Hiebl 2014）。
これらの代理変数での測定にはどのような問題があるのだろうか。一般に知識と教育歴や実
務経験の長さには相関があるが，専門的な教育を受けたり実務経験が長いからと言って必ずし
も知識が豊富だとは限らない（Bonner and Lewis 1990, Bonner 2008, Libby and Luft 1993）。正
確な知識の測定を行うためには，知識の有無を問うような質問項目から構成された尺度を用い
る必要がある。
管理会計知識を問う質問項目を設定し，具体的な測定を試みている研究は，わずかではある
が存在する。Stone et al. （２０００）の研究，Dearman and Shields （２００１）の研究がそれである３。
Stone et al. （２０００）の研究では，米国の管理会計担当者を対象にした質問票に，管理会計の
技術的知識（technical managerial accounting knowledge）を測定する尺度が含まれている。こ
の尺度は１０項目からなり，それぞれの項目は米国公認管理会計士４試験（Certified Management 
Accountant's exam）の問題から選ばれたものである。調査を実施した当時は米国公認管理会計
士試験は４つの領域から構成されていたため，すべての領域をカバーするように各領域から少
なくとも２問は出題されている。彼らの分析結果では，管理会計担当者の職階が上がるほど管
理会計の技術的知識のスコアが低くなっており，経験と知識量が必ずしも正の相関にないこと
2 上層部理論（upper echelon theory）とは，CEOやCFO，トップマネジメントチームなどの組織の上層部の
特性によって組織のアウトトップが変わるという理論である（Hambrick and Mason 1984; Hambrick 2007）。
3 同じ知識を測定する尺度の中でも，公認会計士の持つ財務会計・監査についての知識を測定する尺度の開発
は特に進んでいる。ただし，項目反応理論は利用されていない。詳しくは，Bonner（2008）を参照。
4 米国公認管理会計士とは，管理会計や財務分析に関する専門家資格で，管理会計の専門家を育成する機関
であるIMA（Institute of Management Accountants）が資格の発行を行っている。
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が示されている。ただし，Stone et al. （２０００）は尺度の一部しか公開しておらず，彼らの尺度
を他の研究に用いることはできない。
Dearman and Shields （２００１）は管理会計一般の知識を問う尺度ではなく，伝統的原価計算
（volume-based costing）と活動基準原価計算（activity based costing: ABC）についての知識を
測定する項目を開発している。伝統的原価計算に関する知識の測定尺度には５つの多肢選択型
問題が含まれ，それらは１９９０年から９４年にかけての米国公認管理会計士試験で出題されたもの
の中から選ばれている。この５つの質問に対する正答率で，回答者がどれだけの知識を持って
いるかを測定している。ABCに関する知識も同様の尺度で測定されている。しかし，この２つ
の尺度の質問項目も公開されておらず，こちらを利用することも不可能である。
以上のように，２つの研究で開発された尺度はどちらも公開されておらず，彼らの尺度を利
用して管理会計知識を測定することはできない。また，次節で詳述するが彼らの尺度開発の過
程では，質問項目の難易度は適当なものかどうか，各項目が知識のある回答者とそうでない回
答者をうまく区別することができているかなどは議論されていない。知識を測定する尺度を開
発するにあたって精度の高い尺度にするためには，これらの点にも注意する必要がある。次節
では，項目反応理論を活用することで，これらの点に配慮した尺度開発が可能になることを説
明する。
３．項目反応理論の概要５　　
項目反応理論とは，古典的テスト理論の問題点を克服するために１９５０年代以降に開発された
手法である。本節では，古典的テスト理論の概要を示した後で，項目反応理論の概要とその利
点を示す。
古典的テスト理論では，テスト得点は回答者の真の得点と誤差からなると考える
（Hambleton and Jones 1993）。
yi＝ti＋ei
ここで，tiが回答者iの真の得点，yiがテスト得点，そしてeiが誤差である。ただし，観察さ
れるのはテスト得点だけであり，真の得点と誤差は観察されない。古典的テスト理論では真の
得点と誤差は無相関であり，母集団における誤差の平均値はゼロであり，テストを繰り返した
時の誤差間の相関はゼロだという前提に立つ。古典的テスト理論では回答者の知識を測定する
5 本節の記述は，Hambleton and Hones (1993), Knol and Houts (2012)，加藤ほか（2014）に依拠している。数
理的な背景は，加藤ほか（2014）の第4章から第6章を参照。
山形大学紀要（社会科学）第４８巻第１号
─５２─
場合に，典型的には尺度を構成する項目の正答率や素点（正解した問題の配点合計）に基づい
て評価を行う。例えば管理会計知識を問う尺度の場合，１０個の質問があれば，そのうち８問に
回答できれば正答率８０％，各問の配点が１点であれば素点は８点になる。管理会計研究におい
ては，古典的テスト理論に基づいて様々な回答者の特性が測定されている（Schäfer 2007, Van 
der Stede et al. 2007）
項目反応理論では，これとは全く異なったアプローチをとる。まず，項目特性曲線を用いて，
個々の項目の特徴を表す。ここでは項目特性曲線を表すモデルの中でも，２パラメタ・ロジス
ティックモデルを用いて項目反応理論の特徴を説明する６。
図１が２パラメタ・ロジスティックモデルに基づく項目特性曲線の１例である。３つのS字
曲線があるが，それぞれが尺度を構成する項目と対応している。３つの曲線は，次の式で表現
される項目特性曲線のaj，bjに具体的な数値を代入し，図示したものである。
Pj（θ）は能力θの回答者が項目jに正答する確率を示す。ここで，Dは尺度因子７でD＝１．７と
いう値が設定されることが一般的である８。ajは項目識別力，bjは項目困難度という。２パラメ
タ・ロジスティックモデルでは，aj，bjの２つのパラメタが推定される。項目困難度とは，項
目の難しさを表すパラメタである。bjが大きいほど難しい項目になる。bjの値は，正答確率が
５０％になる回答者の能力として定まる。図１で言うと，項目１の曲線で正答確率５０％となるの
はθ＝－１．０のときである。一方，項目３では正答確率５０％になるのはθ＝１．５の時である。つ
まり，項目１は能力の低い回答者でも正答できる確率が高いが，項目３は能力が高い回答者で
なくては正答確率が高くならない。
 
6 後述するように，項目反応理論の２パラメタ・ロジスティックモデルにおける２つのパラメタ，項目識別
力と項目困難度は，古典的テスト理論の項目識別力・正答率と対応するが，その内容は大きく異なる。こ
の違いを示すために，本稿では２パラメタ・ロジスティックモデルに注目した。他のモデルについては，
加藤ほか（2014）の第4章を参照。
7 尺度因子について，詳しくは加藤ほか（2014）の第4章を参照。
8 D=1．7とするのは，項目特性曲線を表現するために，当初は正規分布の累積分布関数が用いられていた
（Lord 1952）。のちにロジスティックモデルが使用されるようになるが，これを高い精度で正規累積モデル
に近似できるのが，D=1．7という値であり，そのため慣習的にD=1．7という値が用いられている（加藤ほか 
2014）。
１
Pj（θ）＝　　　　　　　　　　　　，－∞＜θ＜∞
１＋exp（－Daj（θ－bj））　　　
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項目識別力ajは，S字曲線の傾きの大きさに対応している。図１の項目１と項目２を比較す
ると，どちらも項目困難度は同じだが，S字曲線の傾きが異なる。項目１ではa１＝１．０であり急
な傾きであるのに対して，項目２ではa２＝０．５であり，傾きが比較的緩やかである。これは何を
意味するかというと，θ＝bj（この場合はθ＝－０．１）の付近での能力の違いによってどれだけ
正答確率が変化するかを示すということである。ajの値が大きいほど識別力が高い項目とな
る。
項目反応理論は，このような項目特性曲線の存在を前提として，項目パラメタ（aj，bj）と
能力パラメタ（θ）を推定する方法である。項目反応理論は，尺度開発を行う際に威力を発揮
する（Knol and Houts 2012，加藤ほか２０１４，野口・渡辺編著　２０１５）。まず，項目困難度と項目
識別力に基づいて尺度に含める項目の取捨選択を行うことができる。あまりにも困難な項目や
容易な項目，また識別力が低すぎる項目は，尺度から除外することができるだろう。それに加
えて項目の難易度と識別力が分かれば，そこから項目ごとに受験者の能力に応じた推定精度を
求めることができる。この推定精度を示す項目ごとの曲線を項目情報関数といい，テスト全体
の推定精度を示す曲線をテスト情報関数という。項目情報関数の和がテスト情報関数となる。
図２は項目情報関数，図３はテスト情報関数をそれぞれ図示したものである。縦軸が情報量，
横軸がθを表す。この２つの図は，情報量が多くなっているθ付近の推定精度が高くなること
を示す。 
図１　２パラメタ・ロジスティックモデルにおける項目特性曲線の例
出所：加藤ほか（２０１４）をもとに筆者が一部修正
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図２　項目情報関数の図示
出所：加藤ほか（２０１４）を参考に筆者が一部修正
図３　テスト情報関数の図示
出所：加藤ほか（２０１４）を参考に筆者が一部修正
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項目反応理論を活用することで，回答集団に応じた推定精度の高い尺度を作成することも可
能になる。例えば，管理会計知識が十分でないような学部１年次の学生や，伝統的に会計情報
による管理を忌避してきた業界，たとえば病院界の経営者（荒井　２００９）に対しては，θが低
い領域で精度が高くなるように質問項目を選ぶことで，精度の高い知識量の推定ができるだろ
う。一方で，ベテランの管理会計担当者のような管理会計のエキスパートに対しては，θが高
い領域で測定の精度が高い尺度を用いることが有効になる。さらに，２つの尺度を構成する質
問項目に違いがあっても，得点を比較可能にする等化９という手続きを行うことで，テスト結果
の比較が可能になる。等化とは，２つの尺度がある場合にどちらか一方の尺度を基準として，他
方の尺度の原点や目盛りの幅を調整することを言う。
項目困難度や項目識別力，測定の精度は，後述するように古典的テスト理論にも対応する指
標がある（Hambleton and Jones 1993，加藤ほか　２０１４）。しかし，古典的テスト理論における
これらの指標の値は，回答者に依存して決まるという問題を抱えている（標本依存性）。全く同
じ質問項目からなる管理会計知識測定尺度を能力の異なる回答者群，例えば管理会計専門家と
会計を専攻していない学部の１年生に回答してもらうとしよう。このとき，前者は正答する人
が多く各項目の難易度は簡単だと評価されるが，後者にとっては難しい問題が多く，どの問題
も困難度が高いと評価されるかもしれない。このように，古典的テスト理論の立場では，項目
の特性が標本に依存して変わってしまう。それに加えて，回答者の能力の推定値も，質問項目
によって異なる値になる（項目依存性）。同一の回答者であっても，質問項目が変われば能力が
高く評価されたり低く評価されたりするのである。このような弱点を古典的テスト理論は抱え
ている。
一方，項目反応理論を用いると，回答者から得られたデータがモデルに適合していれば，項
目困難度や識別力は回答者集団に依存せずに推定できるし，回答者の能力も質問項目に依存せ
ずに推定できる（不変性）ことが知られている（加藤ほか　２０１４）１０。項目反応理論はこのよう
に優れた特徴をもっているため，テスト開発において盛んに利用されている。国際的に有名な
英語能力検定試験であるTOEFLや，OECD生徒の学習達成度調査（PISA）などでも項目反応
理論は活用されており，わが国でもITパスポート試験，医療系大学共用試験などの活用例があ
る。経営学では，特に組織心理学研究において項目反応利理論に基づいた尺度開発が進んでい
る（野口・渡辺編著　２０１５）。様々な分野・研究で項目反応理論が利用されているのは，テスト
問題や尺度の内容が変わっても，受験集団・研究対象が変わっても，結果の比較が可能になる
からである。会計学研究では残念ながら適用例は見られないが，会計関連の資格試験では，米
9 等化について，詳しくは加藤ほか（2014）の11章を参照。この場合，等化のために2つの尺度に共通する項
目を入れておく必要がある。
10 詳細は加藤ほか（2014）の第1章・第4章を参照。データがモデルに適合している場合にのみ不変性が成り
立つことに注意。
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国公認会計士試験の多肢選択型問題において項目反応理論を活用していることが公表されてい
る（AICPA　２０１１）。このように，項目反応理論は会計資格試験での実践例もあり，会計研究で
の会計知識測定尺度の開発にも応用可能な手法だと考えられる。次節では，項目反応理論を用
いた管理会計知識測定尺度の開発手順を示す。
４．項目反応理論に基づいた管理会計知識測定尺度開発のプロセス
本節では，加藤ほか（２０１４）に基づいて項目反応理論に基づいた管理会計知識測定尺度開発
の手順を説明することで，尺度開発のガイドラインを示すとともにこの理論の利点を具体的に
示す。
項目反応理論に基づいた尺度開発では，まず①項目作成，②予備実査と基礎分析，③項目パ
ラメタの推定および等化を通じて，項目困難度や項目識別度が分かっている項目を増やしてい
くことが必要である。項目パラメタの推定値がわかっている項目の集まりを，項目プールとい
う。項目プールが充実すると，④テストの編集，すなわち調査対象ごとに項目を選んで尺度を
作ることができるようになる。その後，調査を実施し⑤テストスコアの算出とレポートを行う
ことになる。以下で各ステップについて説明する。なお，本研究で用いたシミュレーション
データの作成・分析には，汎用統計解析ソフトウェアであるR（R Core Team 2015）と，項目
反応理論の教育・学習に有用な関数を多く含むirtoysパッケージ（Partchev 2014），項目反応理
論に基づく等化を行うためのplinkパッケージ（Weeks 2010）を用いた。
４．１．項目プールの作成：項目作成，予備実査，項目パラメタの推定および等化
まず①項目作成であるが，管理会計知識を測定する尺度の試案を作成することが本稿の目的
の一つである。そこで，公認会計士試験の短答式試験をもとに質問項目を作成した。より具体
的には，平成２８年度第Ⅰ回・第Ⅱ回の短答式試験を利用した。管理会計知識測定尺度の開発を
行った先行研究でも会計専門職試験の多肢選択式問題を質問項目として利用しているので
（Dearman and Shields 2001, Stone et al. 2000），妥当な方法だといえるだろう。
公認会計士試験の短答式試験は，計算問題と理論問題が含まれる。開発した尺度を質問票調
査で利用する予定であれば，計算問題を質問項目にすると無回答が増える恐れがある。短答式
試験の計算問題を解くのには時間がかかり，難易度も高いため，回答者が会計に詳しくなけれ
ば解くのをあきらめてしまう確率が高いからである。会計に詳しい回答者でも，時間がかかる
調査には協力しないおそれがある。したがって，計算問題は質問項目に含めないこととした。
また，短答式試験の理論問題では４つの文章の中から正しい文章の組み合わせを選ぶという問
題が出題される。例えば，ア～ウに対応する４つの文章があり，「①ア・イ，②ア・ウ，③ア・
─５７─
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エ，④イ・ウ，⑤イ・エ，⑥ウ・エ」のうち正しい文章の組み合わせを選ぶような問題である。
このような問題も解くのに時間がかかるため，回答率を低下させると考えられる。したがっ
て，複数の選択肢の中から正しい選択肢の組み合わせを選ぶタイプの問題については，個々の
文章の正誤を問う質問項目へと変更した。それに加えて，理論問題の中でも原価計算（基準）
に関する正誤問題は，会計専門家以外の回答率を大幅に低下させると思われるため，除外した。
なお問題の順番は，ランダムに並び替えた。
項目作成ができれば，次は②予備実査と基礎分析である。これは，調査対象者に質問項目に
回答してもらい，得られたデータを用いて項目の性能を古典的テスト理論の観点から分析する
ステップである。このような分析（項目分析という）は，尺度に含めることが不適当な項目を
あらかじめ特定して除外する，いわゆるスクリーニングのために必要になる。極端に難しい
（もしくは簡単な）項目や古典的テスト理論における識別力が非常に低い項目は，項目反応理論
を適用しても項目パラメタの推定に悪影響を与える可能性がある。そのため，あらかじめ不適
当な項目を除外しておくことが必要になる。
 
項目識別力正答率質　　　　　問　　　　　内　　　　　容項目番号
０．２５９０．００６管理可能利益と残余利益との違いは，事業部の業績評価を行う際に，管理可能利益は資本コストを考慮せずに算定するのに対して，残余利益は資本コストを考慮して算定することにある。１
０．２８６０．９７４
ある会社において，製造事業部が製造した製品を販売事業部が外部に販売する国内取引を行う場合，事業
部間の振替価格の決定方法を市価基準から原価プラス基準に変更しても，その他の取引条件が変化しなけ
れば，当該取引に関して計上される会社全体としての利益には影響を及ぼさない。
２
０．５５２０．８５０
標準原価計算は，主として製品の製造段階における科学的・統計的な調査に基づく原価管理技法であるが，
標準原価計算の限界と原価企画との関係に鑑みて，現在では標準原価計算が製品開発のスピードに対応さ
せた原価管理技法に変化してきている。
３
０．１７１０．９９２事業部制では，会社内の事業を製品，顧客，地域等からグループ化し，会社が持つべき職能のうち事業遂行に必要なものを備えて，事業部が編成される。４
０．４７９０．０８４本社費・共通費の各事業部への配賦は，実務上，本社や共通部門が提供するサービスの利用の程度に基づいて決定されるのが合理的であり，各事業部の利益の規模は配賦の基準とはならない。５
０．５０６０．１３２最近のわが国における原価企画の概念は拡大化の傾向にあり，開発設計段階における単なる原価の引下げ活動ではなく，製品の機能向上や戦略的な製品コンセプト作りにまで及んできている。６
０．６６７０．３８２原価維持とは，設定された目標原価を標準原価管理や原価改善によって管理する活動である。７
０．２０８０．０１６原価改善とは，生産している製品の原価水準を維持し，さらに期待原価水準にまで計画的に引き下げる活動をいう。８
０．６７７０．５０６資金管理の目的は支払不能状態の回避にあるため，資金を調達する上で，通常は自己資本による資金調達が優先される。９
０．６２７０．５４４
創業当初の企業のキャッシュ・フロー計算書においては，営業活動によるキャッシュ・フローと財務活動
によるキャッシュ・フローがマイナスとなり，投資活動によるキャッシュ・フローによって賄われること
が多い。
１０
０．２６６０．０１６
キャッシュ・サイクル（＝棚卸資産回転期間＋売上債権回転期間－買入債務回転期間）が長くなると，手
元資金が不足し借入れが必要となるため，キャッシュ・サイクルは短い方が望ましい。さらに，手元資金
に余裕がある場合でも，資金回収の観点からはキャッシュ・サイクルを短くすることが望ましい。
１１
０．５５３０．７９６
帳簿上は十分な利益が確保できているにもかかわらず，現金残高が不足して債務を支払うことができない
状態を一般に「勘定合って銭足らず」というが，このような状態を回避するために，損益管理を徹底する
必要がある。
１２
０．５９３０．６４８売掛金回転期間を短縮し，買掛金回転期間を延ばすことによって回転差資金を増加させ，資金繰りを好転させることができる。１３
０．３８９０．０９６資金繰りを検討する上で，買入債務の支払について現金による場合と小切手の振出しによる場合とでは，資金繰りに与える影響が異なる場合がある。１４
０．１８２０．０１８
手形割引を含む短期借入金の増減は，運転資金の必要額の増減に連動するのが通常であるが，運転資金の
増減がない場合であっても短期借入金が増加しているケースがある。その原因として，急速な売上拡大に
伴う売上債権の増加などの影響がある。
１５
表１　仮想データの正答率・項目識別力（学部３・４年生　n＝５００）
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古典的テスト理論における項目困難度は正答率，すなわち回答者全体のうち正答したものの
割合で測定される。この正答率が極端に高い・低い項目は除外される。また，無回答の多さも，
その項目が非常に難しい・複雑であることを示唆している可能性があるため，無回答の割合が
高い項目も除外するべきである。一方，古典的テスト理論における項目識別力は，尺度の合計
得点と項目得点の相関係数（この場合は項目が１か０をとる変数なので点双列相関係数）であ
る。この値が高いほど，その項目の識別力が高いとみなされる。項目識別力が極端に低い，ま
たはマイナスの項目は，除外することになる。
本稿では，ある４年制大学の経営学部で会計を専攻する３・４年生を対象に予備調査を行っ
たという仮定で，仮想データを作成した。短答式試験の問題ごとの正答率は，株式会社TACに
よって調査・公表されている（TAC公認会計士講座　２０１６）。TAC調査の正答率を参考に質問
項目ごとに正答率を設定し，n＝５００で回答データを作成した。なお，すべての回答者がすべて
の質問に回答している。仮想データの各項目の正答率，項目識別力を見ると（表１），項目番
号１，２，４，８，１１，１５が極端な値（正答率が５％以下もしくは９５％以上，あるいは項目識
別力が０．２以下）をとっている。したがって，項目反応理論を適用する前に，これらの項目を
除外した。
 
項目識別力正答率質　　　　　問　　　　　内　　　　　容項目番号
０．５０５０．７７６資金管理において，資本コストを上回るリターンが得られる設備投資の案件がある場合，保有する現金及び要求払預金の在高を最低限の水準まで減少させて投資を行うことがある。１６
０．４８１０．１２４財務会計情報の役割は利害関係者の利害調整や利益配分に重点が置かれるが，管理会計情報の役割は経営者の経営責任を明らかにすることに重点が置かれている。１７
０．４８６０．２１０会計情報の質について，財務会計においては正確性や適法性などの概念が適用され，管理会計においては目的適合性や適時性などの概念が適用される。１８
０．４８６０．１５６会計情報の測定尺度として，財務会計では財務情報すなわち貨幣価値情報が用いられ，管理会計では財務情報と，定量情報や定性情報の全ての非財務情報が用いられる。１９
０．３３９０．８８６財務会計情報は外部利害関係者に提供されるのに対して，管理会計情報は内部利害関係者に提供される。２０
０．４５４０．２０２
価値連鎖（value chain）とは，製品やサービスに価値を与えるための一連の活動であり，製品やサービス
への価値は生産プロセスにおいて付加されると考えられるので，販売後に行われる製品保証等のサポート
活動は価値連鎖に含まれない。
２１
０．２８９０．０６２管理会計は，意思決定，資源配分，業績評価を行うために必要となる情報を組織内の構成員に提供する会計システムである。２２
０．２７００．１３２責任センターとは組織の構成単位であり，その管理者は責任センターで行われる特定の活動について責任を持っている。２３
０．３２５０．８６６管理会計は外部の利害関係者との調整機能を有しているため，管理会計システムの設計を行う場合，企業内の管理者・従業員のみならず，外部の利害関係者による利用をも考慮に入れながら設計を行うべきである。２４
０．３３７０．１１２変動予算は，予算期間内における実際のアウトプットに基づき計算される収益・費用からなり，予算編成プロセスの一環として予算期間開始時に策定される。２５
０．２４００．１５０管理会計システムを構築する際，短期的な成果と長期的な成果を評価できるような評価尺度の利用を考慮すべきである。２６
０．３５５０．５９２管理会計システムを選択する際，そのシステムから入手できる情報のベネフィットと情報を入手するためのコストとのバランスを考慮すべきである。２７
０．２７９０．４１８
コスト・マネジメント・システムとは，管理者の意思決定がコストにどのような影響を与えるかを識別す
るための一連のツール・技法である。このため，活動基準原価計算システムはコスト・マネジメント・シ
ステムとみなされるが，全部原価計算システムはコスト・マネジメント・システムとはみなされない。
２８
出所：筆者作成
─５９─
管理会計知識の測定：項目反応理論の会計研究への応用　─ 尻無濱
 
表２　仮想データの項目識別力・項目困難度（学部３・４年生　n＝５００）
出所：筆者作成
項　目
困難度
（bj）
項　目
識別力
（aj）
質　　　　　問　　　　　内　　　　　容項目番号
－１．１６３．７５
標準原価計算は，主として製品の製造段階における科学的・統計的な調査に基づく原価管理技法であるが，
標準原価計算の限界と原価企画との関係に鑑みて，現在では標準原価計算が製品開発のスピードに対応さ
せた原価管理技法に変化してきている。
３
１．６１２．９４本社費・共通費の各事業部への配賦は，実務上，本社や共通部門が提供するサービスの利用の程度に基づいて決定されるのが合理的であり，各事業部の利益の規模は配賦の基準とはならない。５
１．４３２．２０最近のわが国における原価企画の概念は拡大化の傾向にあり，開発設計段階における単なる原価の引下げ活動ではなく，製品の機能向上や戦略的な製品コンセプト作りにまで及んできている。６
０．３８２．４２原価維持とは，設定された目標原価を標準原価管理や原価改善によって管理する活動である。７
－０．０２２．５０資金管理の目的は支払不能状態の回避にあるため，資金を調達する上で，通常は自己資本による資金調達が優先される。９
－０．１４２．００
創業当初の企業のキャッシュ・フロー計算書においては，営業活動によるキャッシュ・フローと財務活動
によるキャッシュ・フローがマイナスとなり，投資活動によるキャッシュ・フローによって賄われること
が多い。
１０
－１．０６２．２１
帳簿上は十分な利益が確保できているにもかかわらず，現金残高が不足して債務を支払うことができない
状態を一般に「勘定合って銭足らず」というが，このような状態を回避するために，損益管理を徹底する
必要がある。
１２
－０．５３１．７６売掛金回転期間を短縮し，買掛金回転期間を延ばすことによって回転差資金を増加させ，資金繰りを好転させることができる。１３
２．０８１．４２資金繰りを検討する上で，買入債務の支払について現金による場合と小切手の振出しによる場合とでは，資金繰りに与える影響が異なる場合がある。１４
－１．１２１．５９資金管理において，資本コストを上回るリターンが得られる設備投資の案件がある場合，保有する現金及び要求払預金の在高を最低限の水準まで減少させて投資を行うことがある。１６
１．６３１．７７財務会計情報の役割は利害関係者の利害調整や利益配分に重点が置かれるが，管理会計情報の役割は経営者の経営責任を明らかにすることに重点が置かれている。１７
１．２８１．３９会計情報の質について，財務会計においては正確性や適法性などの概念が適用され，管理会計においては目的適合性や適時性などの概念が適用される。１８
１．４６１．６７会計情報の測定尺度として，財務会計では財務情報すなわち貨幣価値情報が用いられ，管理会計では財務情報と，定量情報や定性情報の全ての非財務情報が用いられる。１９
－２．１７１．１６財務会計情報は外部利害関係者に提供されるのに対して，管理会計情報は内部利害関係者に提供される。２０
１．４９１．１５
価値連鎖（value chain）とは，製品やサービスに価値を与えるための一連の活動であり，製品やサービス
への価値は生産プロセスにおいて付加されると考えられるので，販売後に行われる製品保証等のサポート
活動は価値連鎖に含まれない。
２１
２．９１１．１０管理会計は，意思決定，資源配分，業績評価を行うために必要となる情報を組織内の構成員に提供する会計システムである。２２
２．９７０．６９責任センターとは組織の構成単位であり，その管理者は責任センターで行われる特定の活動について責任を持っている。２３
－２．４３０．８８
管理会計は外部の利害関係者との調整機能を有しているため，管理会計システムの設計を行う場合，企業
内の管理者・従業員のみならず，外部の利害関係者による利用をも考慮に入れながら設計を行うべきであ
る。
２４
２．４１１．０１変動予算は，予算期間内における実際のアウトプットに基づき計算される収益・費用からなり，予算編成プロセスの一環として予算期間開始時に策定される。２５
３．７５０．４８管理会計システムを構築する際，短期的な成果と長期的な成果を評価できるような評価尺度の利用を考慮すべきである。２６
－０．７００．５８管理会計システムを選択する際，そのシステムから入手できる情報のベネフィットと情報を入手するためのコストとのバランスを考慮すべきである。２７
０．９５０．３６
コスト・マネジメント・システムとは，管理者の意思決定がコストにどのような影響を与えるかを識別す
るための一連のツール・技法である。このため，活動基準原価計算システムはコスト・マネジメント・シ
ステムとみなされるが，全部原価計算システムはコスト・マネジメント・システムとはみなされない。
２８
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③項目パラメタの推定および等化では，予備調査で得た回答データに対して項目反応理論を
適用する。そうすることで，項目困難度や項目識別力を推定することができる１１。先に発生さ
せた３・４年次学生データに対して２パラメタ・ロジスティックモデルで項目困難度と項目識
別力を推定した結果が表２である。項目識別力は０．３６～３．７５，項目困難度は－２．４３～３．７５の値
をとっている。テスト情報関数（図４）を見ると，中程度の能力をよく識別できることが分か
る。学生の能力推定値の平均は－０．０２，標準偏差１．１４であった。全体として，簡単な項目も難
しい項目もそろっており，識別力も低くはないので，この項目プールから項目を選んで尺度を
作成することに大きな問題はないだろう。
なお，項目パラメタの推定を行う際には，各項目が項目反応理論の前提（一次元性・局所独
立性）を満たしているかをチェックし，データが項目反応理論のモデルに適合しているかも
チェックする必要がある（適合度の評価）１２。
 
図４　仮想データのテスト情報関数（学部３・４年生　n＝５００）
出所：筆者作成
11 項目パラメタおよび能力パラメタの推定方法の詳細は，加藤ほか（2014）の8章を参照。
12 詳しくは，加藤ほか（2014）の第7章，第9章，第13章を参照。
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４．２．項目プールの利用：テストの編集，テストスコアの算出とレポート
項目プールが作成できれば，調査対象ごとに④テストの編集を行うことになる。テスト情報
関数を参照しつつ，調査対象の能力をよく識別できるように尺度を構成する。本稿では，企業
の管理会計担当者と，経営学部の１年生を対象に管理会計知識の多寡を推定すると仮定する。
企業の管理会計担当者（n＝２００）に対しては，項目プールから困難度の高い項目を選ぶことで，
精度の高い能力値の推定ができるだろう。すべての質問項目を入れると質問票が長くなりすぎ
て回答率が低くなることが予想されるため，ここでは質問項目を１０問に絞った尺度を作成し
た。管理会計担当者の回答データは，能力値が高くなるような設定で作成した。この仮想デー
タに対して，項目反応理論を適用した。その後，項目パラメタと能力パラメタの比較が可能な
ように，学部３・４年生対象データを分析して得た結果を用いて等化の手続きを行った。得ら
れた項目困難度・項目識別力の値は表３の通りであり，表２の結果と同じような結果であった。
テスト情報関数を見ると，ねらい通り高い能力値の推定が正確な尺度になっていることがわか
る（図５）。なお，管理会計担当者の能力推定値の平均は，２．６８，標準偏差０．８９であった。
 
表３　仮想データの項目識別力・項目困難度（管理会計担当者　n＝２００）
出所：筆者作成
項　目
困難度
（bj）
項　目
識別力
（aj）
質　　　　　問　　　　　内　　　　　容項目番号
１．８３３．０７本社費・共通費の各事業部への配賦は，実務上，本社や共通部門が提供するサービスの利用の程度に基づいて決定されるのが合理的であり，各事業部の利益の規模は配賦の基準とはならない。５
１．２８２．４０最近のわが国における原価企画の概念は拡大化の傾向にあり，開発設計段階における単なる原価の引下げ活動ではなく，製品の機能向上や戦略的な製品コンセプト作りにまで及んできている。６
１．９２２．６９資金繰りを検討する上で，買入債務の支払について現金による場合と小切手の振出しによる場合とでは，資金繰りに与える影響が異なる場合がある。１４
１．３３１．２５財務会計情報の役割は利害関係者の利害調整や利益配分に重点が置かれるが，管理会計情報の役割は経営者の経営責任を明らかにすることに重点が置かれている。１７
１．３８０．６１会計情報の測定尺度として，財務会計では財務情報すなわち貨幣価値情報が用いられ，管理会計では財務情報と，定量情報や定性情報の全ての非財務情報が用いられる。１９
１．７９１．３８
価値連鎖（value chain）とは，製品やサービスに価値を与えるための一連の活動であり，製品やサービス
への価値は生産プロセスにおいて付加されると考えられるので，販売後に行われる製品保証等のサポート
活動は価値連鎖に含まれない。
２１
３．４０１．１０管理会計は，意思決定，資源配分，業績評価を行うために必要となる情報を組織内の構成員に提供する会計システムである。２２
２．６５１．０９責任センターとは組織の構成単位であり，その管理者は責任センターで行われる特定の活動について責任を持っている。２３
３．０５１．３６変動予算は，予算期間内における実際のアウトプットに基づき計算される収益・費用からなり，予算編成プロセスの一環として予算期間開始時に策定される。２５
３．１２０．９４管理会計システムを構築する際，短期的な成果と長期的な成果を評価できるような評価尺度の利用を考慮すべきである。２６
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一方，経営学部の１年生（n＝２００）を対象にした尺度では，項目困難度の低い１０項目を選ん
で尺度を編成することになる。管理会計担当者についての分析と同じように，３・４年次学生
図５　仮想データのテスト情報関数（管理会計担当者　n＝２００）
出所：筆者作成
表４　仮想データの項目識別力・項目困難度（学部１年生　n＝２００）
出所：筆者作成
項　目
困難度
（bj）
項　目
識別力
（aj）
質　　　　　問　　　　　内　　　　　容項目番号
－1．３22．５７
標準原価計算は，主として製品の製造段階における科学的・統計的な調査に基づく原価管理技法であるが，
標準原価計算の限界と原価企画との関係に鑑みて，現在では標準原価計算が製品開発のスピードに対応さ
せた原価管理技法に変化してきている。
3
０．1７2．３８原価維持とは，設定された目標原価を標準原価管理や原価改善によって管理する活動である。７
０．1７2．３７資金管理の目的は支払不能状態の回避にあるため，資金を調達する上で，通常は自己資本による資金調達が優先される。９
－０．122．０６
創業当初の企業のキャッシュ・フロー計算書においては，営業活動によるキャッシュ・フローと財務活動
によるキャッシュ・フローがマイナスとなり，投資活動によるキャッシュ・フローによって賄われること
が多い。
1０
－０．８７1．８５
帳簿上は十分な利益が確保できているにもかかわらず，現金残高が不足して債務を支払うことができない
状態を一般に「勘定合って銭足らず」というが，このような状態を回避するために，損益管理を徹底する
必要がある。
12
－０．2６1．９４売掛金回転期間を短縮し，買掛金回転期間を延ばすことによって回転差資金を増加させ，資金繰りを好転させることができる。1３
－1．2４1．９６資金管理において，資本コストを上回るリターンが得られる設備投資の案件がある場合，保有する現金及び要求払預金の在高を最低限の水準まで減少させて投資を行うことがある。1６
－2．０５1．０７財務会計情報は外部利害関係者に提供されるのに対して，管理会計情報は内部利害関係者に提供される。2０
－2．４３1．００
管理会計は外部の利害関係者との調整機能を有しているため，管理会計システムの設計を行う場合，企業
内の管理者・従業員のみならず，外部の利害関係者による利用をも考慮に入れながら設計を行うべきであ
る。
2４
－1．０００．４７管理会計システムを選択する際，そのシステムから入手できる情報のベネフィットと情報を入手するためのコストとのバランスを考慮すべきである。2７
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データと比較可能なように等化の手続きを行った。作成した１年次学生の仮想データをもとに
項目困難度・項目識別力を推定した（表４）。テスト情報関数から，能力値の低い部分での推
定精度が高くなっていることがわかる（図６）。なお，学部１年生の能力推定値の平均は－
２．１２，標準偏差は３．３３であった。
テストの編集ができれば，⑤テストスコアの算出とレポートである。回答者から得たデータ
に基づいて，各回答者の能力値を推定し，それを解釈のしやすい適当なスコアに変換する。
項目反応理論に基づいた一連の尺度開発プロセスは，古典的テスト理論に基づく尺度開発と
比較して明確なメリットを持っている。まず，本節で行ったように項目を組み替えて尺度を構
成することで，回答者群の能力の高さに合わせた推定精度の高い尺度を作成することができ
る。さらに，２つの尺度の内容が違っても，等化ができるように工夫をしておくことで，回答者
の能力を比較することが可能になる。管理会計研究においては，管理会計知識の多寡が異なる
集団を対象に研究が行われている（管理会計担当者，企業経営者，医療職，学生など）。項目
反応理論を用いることで，各研究の研究対象に適した推定精度の高い尺度を利用することがで
き，さらに研究結果の比較も可能になる。これは，古典的テスト理論に基づいた尺度では得ら
図６　仮想データのテスト情報関数（学部１年生　n＝２００）
出所：筆者作成
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れない利点である１３。このように，項目反応理論が持つ特徴は，管理会計研究に対して大きなメ
リットをもたらすと考えられる。
５．結論と今後の課題
本稿では，これまで管理会計知識の測定を試みてきた研究を振り返り，新たな尺度を開発す
る必要性を指摘した。そのうえで，知識を測定するタイプの尺度開発に有用な項目反応理論の
利点を紹介し，それを管理会計研究に応用するためのガイドラインを，仮想データを用いて示
した。本研究は，管理会計研究における知識測定方法を改善する方向性を示したという点で貢
献がある。
ただし，本研究はあくまで仮想データに基づいて尺度開発のプロセスを示しただけであり，
実際の大学生や管理会計担当者などから得たデータを基に尺度開発を行ったわけではない。管
理会計知識を測定する尺度の開発は，管理会計における判断・意思決定研究を促進する基礎に
なると考えられ，その重要性は高い（Bonner 2008, Luft and Shields 2010）。今後は，様々な回
答集団から得た実際のデータを項目反応理論に基づいて分析し，管理会計知識測定に利用可能
な質問項目を増やしていくことが必要だろう。
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